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本論文の全体的な構成は 3 部 8 章からなっており，第 1 部では，現行税制の仕組みと近年実施された税制改革の概
要を説明したうえで，現行税制のもとでの家計の税負担の現状と税制改革による直接的な影響をあきらかにする。第
2 部では，労働供給の変化を可変にし，さらに生産部門を明示的に導入する。第 3 部では，税制改革の影響が長期に
及ぶことを考慮して多期間モデルへ拡張する。













































る価格変化等を考慮、しなから，竹下税制改革(第 4 章)および村山税制改革(第 5 章)について，それが所得分配，
社会厚生等に及ばす影響を数量的に明らかにし，また第 3 部では税制および年金制度改革の長期にわたる影響を検討
するため，世代重複のライブサイクルー般均衡分析を応用し，同じ 2 つの税制改革および1986年の年金制度改革の影響
を応用一般均衡分析の手法も導入しながら，その厚生への影響を数量的に分析している。第 2 部第 4 章の議論はわが
国でそのような分析を行った最初のものであり，また第 3 部第 6 章のそれもライフサイクルー般均衡分析をわが国経
済に適用した最も初期の研究で，租税および年金制度改革の影響を厳密な形で評価する基本的な枠組みを示しその適
用を図った点で，それぞれ既に高い評価を得ている。また，他の各章の議論はその基礎となりあるいはその拡張，精
微化を行ったものである。数量分析についてはモデルをどのように設定するか，またそれに対応して得られる結果を
どのように評価するかについて多様な考えが可能であり，学位請求論文についてもそれらをさらに検討し議論を精微
にしあるいはより完成度を高めるという課題は残されている。しかし，本論文が租税，年金制度等の一般均衡論的数
量分析の進展に大きく寄与したことは明らかで，同論文が博士(経済学)の学位に十分値すると判断する。
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